堺市の産業構造・政策上の問題 : 関西広域圏の状況と関連づけて by 北川 隆吉
－ 27 － 
堺市の産業構造・政策上の問題 
―関西広域圏の状況と関連づけて― 
 
研究所参与・社会学 北川 隆吉 
 
はじめに――堺をみつめる視線 
 
専修大学社会科学研究所の 2009 年度共同調査活動として、今回は堺市を対象とする恒例とよ
んでよい研究所参加メンバーを中心とする研究事業が、実施された。調査は大阪府と和歌山県
北部の地域、企業にわたるものであり、日程、訪問先などについては、研究所事務局からの公
式の報告がおこなわれているので、その詳細については、そうした文書を参考とされたいが、
筆者は、そのうちの堺市についての調査に参加し、中途で他の処用との関係もあり、後半は不
参加に終った。しかし、やや大げさにうけとられることは覚悟の上で、本報告書のはじめに本
来は調査全体日程に参加すべきであるのだが、今回は筆者の勝手な自分の都合で、前半の堺市
調査のみの参加に限定したことをお断りしておきたい。しかし、与えられた折角の機会を是非
とも活用させていただきたいと強い気持がはたらいて、途中調査からの途中離脱となってしま
い、この研究所事業の実行を担当されている方々に、相済まないと思う気持と失礼のおわびに
ふれておくことにした。このことは、研究所のメンバー、調査参加者としての心情をのべさせ
ていただくことにとどめて、今回の堺調査については、先にのべたように、是非とも参加した
いと考えた理由を、併せてのべさせていただくこととしたい。 
第一の点は、調査に参加したなかで配布された大阪商工会議所を先頭とする堺商工会議所、
尼崎商工会議所、神戸商工会議所、姫路商工会議所の関西の五大市商工会議所連名の「大阪湾
岸地域の活性化に関する提言」を読んで、すでに平成 20 年 12 月 25 日に、広域での都市連合（あ
るいは連携の）活動があることを知った。筆者が堺市調査について強い関心をもってきたのは、
この点がどれほど検討され、いかなる新しい方向がうちだされているか、このことを基盤とし、
その上にたって、堺の産業と、今後の発展が位置づけられ、方向づけられていくことがなけれ
ばならないと、筆者は常々考えてきた。広域の範囲として、大阪府として考えるなら大阪、堺、
尼崎の三市をつらねて、この五商工会議所の初の「共同提言」の発表という画期的な共同提言
となって公表され、そして今後のことを考えていくことが必要だと筆者は考えていたところで
あり、今回の調査のなかでのそうした「視点」からの報告あるいは動きを聞かせてほしいと考
えていた。こうした視点にたつこと、あるいはそうした研究のひろがり、つみ上げが、本研究
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所の貴重な毎年の調査活動にも必要だと考えてきた。 
その視点、願いはうややくりかえしになるが、正式には「大阪湾岸地域の活性化に関する提
言――パネルベイを先端産業振興の戦略拠点に～」の資料によって、十分にではないが、努力
がたりないと云われればその通りだが、われわれにはなかなか知ることのむつかしい事態、方
向づけを「おそまきながら」教えられたことは、調査に参加したお陰げであり、成果であった。
このことについて、ふれていく場としては、現在のところ充分な条件が、なおみたされている
とはいえないので、この「共同提言」が発表された「主旨」についてだけ引用しておく。 
（問合先：大阪商工会議所経済産業部 Tel 06-6944-6304） 
 
○ 大阪・堺・尼崎・神戸・姫路の５商工会議所は、「大阪湾岸地域の活性化に関する提言」を取りまと
めた。５商工会議所による共同提言は初の試み。また、「パネルベイ」の活性化に焦点をあて、経済
団体が提言を行うのも初めて。（下線は引用者） 
○ 近く、内閣総理大臣はじめ政府関係機関や地元自治体に建議するとともに、自ら連携して取り組む
事業について、順次次年度から実施すべく詳細を詰める。 
○ ５商工会議所は、大阪湾岸への立地が進む先端的モノづくり企業の集積を地元経済の活力増進につ
なげるため、共同の研究会（座長：神戸国際大学教授・中村智彦氏）を本年７月に設置。本提言は、
計６回の議論を踏まえて取りまとめたもの。 
○ 現下の厳しい経済情勢を克服するためには、新たなパイ拡大に向けた中長期の戦略が不可欠。次な
る成長の核となる先端産業を強力に振興するため、大阪湾岸地域を「エコ・エネルギー特区」とす
ることを国にもとめる一方、地元経済団体も「先端的モノづくり企業と中堅・中小企業との技術商
談会」などの連携事業を自ら実施するとしている。 
 
五市連名の「共同提言」については、堺市調査との関連で、不十分なものとなるのは承知の
上で、いくつかの点を後にふれることとする。 
共同提言について、冒頭にふれたのは、次の筆者の関心とからんでいる。具体的な事実から
ふれていくが、今回の調査ではシャープの本拠ともなり、あるいはマザー工場となるのではな
いかと思われる新工場の建設が堺市ですすめられており、調査参加者への連絡・通知には、そ
こにたちよって、見学などもできるように諸種の質問あるいは進行中の建設現場も見せていた
だける如き文言が書かれていたように感じた。 
しかし、そのこととは別に、シャープがつい三、四年には正に鳴り物入りの大宣伝もあり、
トピックスとして最新先導的企業進出として、三重県亀山市工場のことが取り沙汰され実行さ
れていた。当時、本研究所の調査も、三重県をとりあげ、その折もシャープの動向については、
議論されたときいている。これらをふくめて、シャープや関西の企業の他地域進出はどうなっ
ているのか。これは見すごせないものである。 
すでにその存立さえ問題になってるといってよい「関西空港」問題、それの波及効果をみこ
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した大阪南部の都市の産業政策などとの関連で、シャープの堺工場の建設問題は、今後の対中
国との問題を考えていく上でも見すごすことのできぬ問題、内容をふくんでいると筆者は考え
ている。筆者には正直にいって今回の堺調査にかけた期待の一つはそこにあった。そのことを
ふくめて、古い伝統をもちまた現代も最先端をいこうとして堺の産業、都市経営については見
すごしてはならないといった思いがあった。このことはたしかであったと云ってよい。 
次に、第三としては、かつて何年前になるか、ひょっとして何十年といった方がよいのかも
しれないが、若いまだ一人歩きもできていない研究者の端くれであった頃、堺の街には、本当
に旧い鉄砲かじが生き残っているのではないかと思われる工場というよりも、職場をのぞいて
歩いて、さまざまのことを考えさせられたことを今度の調査の折も「青くささ」をのこして「刃
物」の生産経営、市場をまもっておられるお話をしみじみとしたおもいとともにうかがった。
そして一緒に住んでなにかと「店」の人たちの動きのなかから、何代目あるいは十何代目にな
るかもしれぬ後つぎが育っているお話の中に、人々に教えるということ、人が人間として生き
るということの基本について考えさせられた。資料の中に堺ブランド「堺技衆」（70 社）のパ
ンフレットが入っていた。かつて織田、豊臣、徳川が天下の覇をあらそった時のこと、誇りた
かくその生を自ら断っていった千利休のことなど。安土、桃山時代とはどんな時代であり、ル
ソンや中国などとの交易は何を人々に与え、どんな人間像を育んでいたのか。たしかに、こう
したおもいは、高齢者たちのどうしようもない昔がたりの内容にとどまって、芸術にまで昇華
されていった「侘」とか「寂」とかあるいは「無常ということ」といった高尚なレベルとは全
くかけ離れたものではあろう。しかし、堺の経営者、職人そしてそれを包む、家族、地域の存
在の意味にふれてみたい。薄手の「アジア共同体」などとボンボン政治家が言い放し、それを
うけてマス・メディアはおそらく無意識の中にそれを超えて生きてきているのではないか。伝
統と変革の重く、しかも歴史とはたえることのない、この大切な相克の姿をいかに感じとり、
堺の人々はどういきているのか。 
いきなり話は飛ぶようだが、現在われわれが当面している課題や問題は、そうしたこととも
結びついているのではないか、そこでの生きる技能とか技術、先端科学の意味とかと無縁では
ないものを、堺だけでなく、関西はかかえているのではないか、これは筆者にとっては余技で
あり、守備範囲をこえているものなのだろうかと、今回もしみじみと感じた。 
これを、老齢に達したが故のくり言とは、当人は考えていない。関西の「地盤沈下」がいわ
れはじめて、すでに長い年月がたつ。冒頭にとりあげた「共同宣言」は、事おそきに失してい
るのではないかと筆者はみている。しかし今からでも真剣に、そこでいわれている事態に、関
西地域は正面から対応していかなくてはなるまい。 
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その方向を生産者としての堺の人々、経営者、そして行政にたづさわっておられる方々から、
できるだけおしえていただきたい。その堺調査にかけた筆者のおもいが、調査中のあるいはや
や出すぎた行動になったかもしれないと、いつものことながら自省しているが、真面目に、調
査の間、対応下さった堺の方々、そして貴重な場をセットして下さった研究所のとくに本調査
をマネジして下さった方々へのおわびとお礼を、いつものことながら今回も厚い謝意をこめて、
書きとめておきたい。 
 
世界史的激動と堺市の挑戦 
 
筆者がすでに堺についてふれた点と重なるところが多いのだが、関西地域の変化におどろき、
強い関心をもちはじめたのは、1990 年代に入ってからだったような気がする。それまで筆者が
関西について何もしらず、なんのかかわりもなかったといえばそうではない。関西という呼稱
のなかに、どの範囲をふくむかのやや厄介な詮索は措くとして、大づかみに、日本の東と西と
いった程度の区分でいうと、京都、大阪（関西風）と東京周辺の地域（東京風）とでもよばれ
る差違を、念頭においていただければそれでよい。その上で 1990 年代以降からはっきりと、こ
の二分割では具合がわるくなり、土台こうした区分はなりたたず、多層化現象といわれ階層分
化・格差としてとらえるといった風潮になってきている。そして 21 世紀の 30 年代に向っては、
「多極化」、するどい「個人化」「無縁社会」の形成といったことが問題となりつつある。そし
て「格差」ではなく、全体的貧困あるいは社会問題をとりあげなくてはならぬとする主張がひ
ろがりつつある。げんに関西あるいは近畿とよばれてきた地域が、京都、大阪、神戸とわかれ、
それぞれは分立し、しかも綜合して考え、とらえ直していかなくてはならぬといわれはじめて
いる。冒頭の五大都市の「共同」などということは、これまで公然とは問題にならなかったの
である。パネル・ベイなどといった発想は文字通りなかったが、今ではそれが政治、経済上の
まとめ方といってもよくなってきている。それは大きな意味をもって、各個人の「生活」の上
にもひびいてくるものとなっているのである。 
まだ、その変化について色濃くはっきりとではなく、薄々と予見していたにすぎなかった頃、
正確には 1992 年に専修大学に転職し、個人研究費をとるにあたって、やや試行的探索気味に、
大阪を調査対象として撰定したことから、筆者と関西との位相関係は大きく、非不可逆的といっ
てよい変化を生じた。こうした事情についてくわしく述べる場ではないので、簡単に本論にそ
うよう先にすすめていくことにする。その最初で筆者ががく然としたのは大阪市（府ではなく）
の人口が、それ以前にくらべて市在住の人口が 50 万人も減少し、その行先ははっきりぜず、市
議会などでは以来大問題とはなってきたという事態にぶつかった。これをもとへもどす術もな
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く、やがて大阪の「地盤沈下」が常識化した認識となってきた。東京、大阪、横浜、名古屋と
つづく大都市の人口数の順位がかわり、あらゆる面で東京、神奈川、愛知と県単位の順位もか
わってきた。いまでは２位と３位がいれ替ってきていることとなっているがこれは「大きな」
日本社会の変化である。 
日本人は、中国の諸都市、つまり北京、上海、天津などが、世界の大都市の 10 位までを占領
してしまってることは余りしらない。それ以上に市勢要覧、町勢要覧のトップには人口量があ
げられ、町村合併による生活上の問題にふれることはわづかでも、市や町の人口増については、
知悉していると思ってよいのに、現在の日本では以前にくらべてこの方面への関心は、これも
変化をおこしている。 
流石に大阪府、大阪市のこうした変化は今なお市政の大問題であるが、似たことは堺と東京
都世田谷区の間にもある。 
これは政令指定都市にどちらが早くなるかといった人口増競争であった。世田谷区は東京都
区のなかにあり、余り熱い問題とはならなかったが堺市では、大阪市の沈下といわれているな
かでは一大躍進の対象となっていた。勿論これには、政令指定都市となれば税制上のいわゆる
特典がふくまれており、都市経営の点では全面的ではないが一歩前進とみられている。げんに
政令指定都市への「格上げ」をめざしてのここ数年活発な動きがあちこちであり、その数も 17
都市に増加している。これによって何がもたらされるか。これまでの三都あるいは六都といわ
れてきた東京、大阪、名古屋、横浜、京都、神戸などの連携、さらなる特例都市の動きもみら
れ、道州制問題とあわせて今後の 21 世紀のわが国の地方制度、その自治、分権の問題をふくめ
て、見すごせない状態が、進行している。不安定な経済、政治、社会状況の奥底に、それをさ
らにその動きを誘発し、人々の生活、感情を混迷不安定としている要因が醸成されようとして
いる。 
こうしたことを念頭におきながら、いつかの数値などを、ややランダムにならべて、参考に
していただく素材として以下に示しておきたい。データとしてはやや旧いともいえるし、また
やや作為的ともとれるむきもないではないが、大阪経済が日本経済に占めるシェアを、まず示
しておく。 
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Ⅰ－Ⅰ 大阪経済が日本経済に占めるシェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なにわの経済データ ―統計でみる大阪経済の現状― 大阪府立産業開発研究所 平成 19 年 1 月版 
 
次に大阪府における都市の状況を知るための図を二つかかげておく。いま堺市でいかなる変
化がおこりつつあるかも、（Ⅱ－Ⅲ）あわせて掲載しておいたので参照していただければ、幸い
である。 
 
名目県内総生産（＝総支出）対全国シェアの推移
　大阪府の全国におけるシェア（名目県内総生産（＝総支出）対全国構成比）は、昭和
45 年度には 10％を占めていましたが、その後バブル経済下の一時期を除き低下を続け、
現在は 7.7％でほぼ横這いで推移しています。
（注）国民経済計算（SNA統計）の推計方法は、近年、68SNAから 93SNA（国連が 1993 年に勧告した計算体系）に移行した。
現在のところ、各県の 93SNAベースは平成２年度以降の数値のみが整備されている。
上表では平成元年度以前について、参考まで 68SNAベースの数値を掲げている。
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Ⅱ-Ⅰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ-Ⅱ 堺市の都市構造 
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表のⅢ－Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴで堺の伝統産業の一つとして著名な刃物業についてのデータを
ならべておく。これらのデータは、堺市産業振興局商工労働部より提供されたものであり、地
場産業振興組合などの民間団体の協力をえてつくられたものである。（平成 20 年３月の数字と
みてよい） 
 
 
Ⅲ－Ⅰ 堺刃物の現況 
堺刃物商工業（協）連合会の加入事業者の推移 
 平９ 平 10 平 11 平 12 平 13 平 14 平 15 平 16 平 17 平 18 平 19 平 20 
卸 62 62 62 47 47 47 44 38 34 34 33 33 
鍛造 35 35 35 21 21 21 21 21 21 21 21 20 
刃付 79 79 64 35 35 35 35 35 35 35 35 33 
鋏 13 13 13 11 11 11 11 11 11 11 10 9 
計 189 189 174 114 114 114 111 105 101 101 99 95 
 
 
Ⅲ－Ⅱ 堺刃物職人数 
 鍛造 研ぎ 鋏 計 
組合員 22 39 7 68 
非組合員 4 8 0 12 
計 26 47 7 80 
 
堺刃物伝統工芸士年齢分布 
年齢 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 計 
人数 2 1 5 12 6 26
平均年齢   62.15
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Ⅲ－Ⅲ 生産数量・出荷額推移 
（単位 丁・百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ－Ⅳ 
 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 
生産数量 492,640 479,680 473,750 436,460 454,000 436,500 428,000 
出荷額 1,368 1,332 1,332 1,297 1,226 1,186 1,186 
 
 
Ⅲ－Ⅴ 他産地の比較から見た堺産地 
（単位：百万円、所） 
 平成元年 平成 10 年 平成 17 年 
 出荷金額 事業所数 出荷金額 事業所数 出荷金額 事業所数 
大阪 
（堺） 
808 20 1,139 23 793 16 
岐阜 8,938 49 8,674 44 5,616 42 
高知 503 8 252 9 196 7 
福井 424 7 464 8 265 5 
 
これらの図表について、くわしい説明はここでは措いて、特徴点のみをいくつかひろってお
くが、第１表・図によってあきらかなことは大阪府は、産業的には上昇方向へと展開している
とはいえず、全くフラットの状態が長年つづいている。これをさらに年次を２～３年加えれば、
2008 年～9 年にかけてのショックによって、より苦しい数字がつづくということになる。それ
故にこそ、これまで関西では例のなかった大阪・兵庫をあわせての五大都市の連携による新し
い方向がもとめられることにもなったと云ってよかろう。 
生産数量
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堺市もそこからその都市構造を大幅に変化させていく方向をうちだしているし、シャープを
はじめとする大企業の新しい技術開発と新製品の生産が大きな課題となっている。これに加え
て、大阪南部の諸都市は、ここではくわしくふれられないが、そこには、中小企業が多いので
あって、堺市の先導的役割はきいわめて大きなものとならざるを得ない。 
それを示すものとして、伝統産業としての刃物業の動向を数字でしめしておいたが、今後を
楽天的に展望できるとはいいえないようである。これらを見るだけでは、十分な紹介、分析と
なっているとはいえないし、真剣にこの事態とたたかっている人々の努力を十分に伝えている
ともいえない。誠に残念であるが、広域的にみても、難問がつみ重なっていると率直に云うべ
きなのかも知れない。 
 
おわりに 
 
本調査において、堺の行政も企業・経営者もそこで働く労働者も、新しい事態と正面から対
峙することの大事さに気付き、一歩でも前へすすむ道をもとめる姿がそこにはたしかにみられ
た。 
その力を信じ強めていく方向の「芽」はうまれつつあると云ってよい。その道がどのように
開け、芽が元気に成育して、大きな「樹」になっていくのかを、堺市の内外の人がしっかりと
見守り、もし「力」があれば、それをだしあっていくことが、わが国の全体についていえるが、
堺でも全く同様である。 
それは現在の日本、そして 2010 年代に課せられたすべての日本人への任務、課題であろう。
空疎な理念や言葉だけで道は拓けない。そのことを胸にひめ、真の国民的、市民的協力の大切
さをあらためて教えられたというのが、筆者の現在の気持である。他の調査参加者の報告とあ
わせて、広い視点で本号の報告書をよみ、御意見をいただければ幸いである。 
 
